
都市計画用途地域の見直し案について説明資料

分野別構想 地区別構想 見直し前 見直し後

1
一ノ関駅東
口周辺

一関東部地区（抜粋）
・一関東工業団地、一関流通団地や既存大規
模工場の立地する地区は、ものづくり産業の拠
点地区として位置づけ、企業活動を円滑にする
環境の整備を促進し、機能の強化を図ります。

・企業ニーズに柔軟に対応し、工業拠点の更な
る強化に向け、滝沢地区を企業ニーズに応じて
新たなるものづくり産業拠点の形成を検討する
ゾーンと位置づけ、道路網をはじめとする企業
活動を円滑にする環境の整備を検討するととも
に、無秩序な土地利用の進行や周辺の農業環
境及び自然環境の悪化を招かないよう、適切な
土地利用コントロールの対応を検討します。

工業地域
　建ペイ率 60％
　容積率  200％

準工業地域
　建ペイ率 60％
　容積率　400％

【用途地域】
　工場の撤退があったため、工業地域に特化する必要が無くなったこ
と。
　将来、駅前周辺の利便性を活かした産業用地を目指す地区。
　幅広く雇用創出できる多種多様な用途での活用が可能となる地区
へ変更するため、準工業地域へ変更する。
　駅東地区の土地の高度化を図るため容積率も２倍の400％に変更
する。

2
北上製紙跡
地周辺

一関西部地区
　北上製紙跡地周辺は本文に明記無し

一関西部地区構想図のみ変更
　北上製紙跡地を、工業・流通ゾーンから近隣
商業ゾーンへ変更

工業専用地域
　建ペイ率 60％
　容積率　200％

工業地域
　建ペイ率 60％
　容積率　200％

近隣商業地域
　建ペイ率 80％
　容積率　200％

【都市計画マスタープラン】
　北上製紙跡地周辺は、ＪＲ一ノ関駅の周辺であり幹線道路（国道
284号）の隣接地という広域交通拠点としての立地特性を有している
が、工場閉鎖（平成30年７月31日）後は工場立地の意向は無く、好立
地条件にも関わらず土地利用が無い空洞化の状況が続いているた
め、土地利用を図りやすいよう、規制緩和を行う。
　北上製紙跡地周辺には住居系の用途地域もあることから、隣接す
る用途地域との間で土地利用の極度な差異が生じないようにし、雇
用の場の確保や、一ノ関駅周辺地域の交流の場にふさわしい近隣商
業拠点の形成を図るため、一関西部地区構想図の一部を工業・流通
ゾーンから近隣商業ゾーンに変更し、雇用が生まれる産業の適切な
誘導を行う。

【用途地域】
　近隣地区の用途との調和を図り、同一の用途である近隣商業地域
に変更する。

3
一関東第２
工業団地（拡
張部分）

一関東部地区
　№1に同じ

一関東部地区構想図のみ変更
　一関東第２工業団地（拡張部分）を、自然環境
との調和を図るゾーンから工業・流通ゾーンへ
変更

無指定
工業地域
　建ペイ率 60％
　容積率　200％

【都市計画マスタープラン】
　一関東第二工業団地への企業進出が進み、隣接する土地への工
業団地の造成が必要となり、工業地域を連続させ一体とした土地利
用とするため、企業誘致による工場用地として適切な誘導を行うた
め、一関東部地区構想図の一部を自然環境との調和を図るゾーンか
ら、工業・流通業務ゾーンに変更し、雇用が生まれる産業の適切な誘
導を行う。

【用途地域】
　新たな時代に対応できる工業の振興と企業立地しやすい環境整備
を図り、新たな雇用を生み出す。
　工場と近隣の住環境を明確に区分けする工業地域を指定する。

商業・業務地の方針（抜粋）
・市の中心市街地である一関地域の
商業地については、本市の顔とし
て、また、岩手県南・宮城県北の生
活・活動中心地としての役割・位置
づけが大きいことから、その機能の
充実を図るべく、商業・業務管理、
サービス機能、その他の都市機能
の強化に努め、街なかへの人の誘
導を図ります。

・特に一ノ関駅周辺地域における東
西地区の回遊性の確保や駅周辺の
整備による商業業務機能の強化、
磐井川堤防改修に伴う公共施設の
複合化や再配置など、機能が集約さ
れた利便性の高い中心市街地の形
成を図ります。

工業地の方針（抜粋）
・産業集積が進む北上川流域地域
等の連携を図るための重要な位置
にある市の持つ優位性を生かし、広
域的な連携を進めるとともに、これ
からの地域経済発展のため、成長
産業である自動車・半導体関連企業
や将来性を見通した環境・エネル
ギー・情報関連企業、研究開発部門
などの立地を視野に入れた、活力あ
る産業が展開される産業拠点の形
成を図ります。

・準工業地域は、「主として環境悪化
をもたらすおそれのない工業の利便
性を増進するため定める地域」です
が、多様な用途が許容されているた
め、想定していない土地利用により
都市構造に大きな影響を与える可
能性があることから、本来の主旨を
踏まえた土地利用を誘導するととも
に、特別用途地域等の制度を活用
し、大規模集客施設の無秩序な立
地を抑制します。

№ エリア
一関市都市計画マスタープラン（まちづくりの方針） 用途地域

見直し理由
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№3 一関東第２工業団地（拡張部分）

№2 北上製紙跡地周辺

№1 一ノ関駅東口周辺

用途地域見直し案　（総括図）



用途地域の変更素案（№1 一ノ関駅東口周辺 及び №2 北上製紙跡地周辺）

 変更後変更前

№1 一ノ関駅東口周辺

№2 北上製紙跡地周辺
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用途地域の見直し案（No.1 一ノ関駅東口周辺及びNo.2 北上製紙跡地周辺）



用途地域の変更素案（№3 一関東第２工業団地（拡張部分））

変更前  変更後

№3 一関東第２工業団地（拡張部分）
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用途地域の見直し案（No.3 一関東第２工業団地（拡張部分))



○一関市の都市計画について建築物の用途制限

一関市では、９つの用途地域
が指定されています。

ＮＥＣプラットフォームズ株式会社一関事業所跡地

を含む一ノ関駅周辺整備調査特別委員会

令和４年７月22日（金)建設部都市整備課
資料№.２２

5


